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いわゆる「ノー・ニュークス権」の
人権としての可能性と射程

日 笠 完 治

［意見の要旨］
現在に生きる日本国民は、2011年 3 月11日の福島第一原発事故の未曾有の深

刻さおよび復旧復興の困難を目の当りにして、福島第一原発事故を真摯に省み
る歴史的責任を負う。この事故は、科学技術に対する完全性あるいは無誤謬性
についての神話が、図らずも事実上崩壊したことを意味する。

この人類史に残る過酷事故に関して、裁判所の事後判断は、歴史に埋没され
るべきものではなく、将来を決定するものであり、そして、将来の人々からの
冷静な評価対象となる。換言すれば、裁判所の存在自体の正当化根拠に関わる
問題と言える。したがって、裁判所は、従来の民主主義的政治部門に対する謙
譲的な態度に基づく消極的判断を安易に踏襲するのではなく、独立した国家機
関の一つとして、日本における原子力発電所の設置管理運営上の現実的で明白
な危険性に対し、国民の安全と安心を確保すべく、積極的により善い「司法的
対処」を模索すべき重大な責任を負う。

その際、裁判所の検討課題が、日本国憲法第13条の幸福追求権あるいは包括
的基本権から具体的に演繹可能な「原子力発電（国家権力）からの自由」で
あると考えることは、あながち否定できない。これを、新しい人権「ノー・
ニュークス権」と名付けるか否かは別にして、「原子力発電から自由」は、本
質的に国家権力に対する国民の防御権であり、その法的機能は、国家の原子力
発電に関する政策的裁量の縮減ないしは将来的否認の要請を内包する。

科学技術の進歩は、人間に幸福をもたらすという幻想の時代は既に終焉を迎
え、先端科学研究およびそれに基づく技術および産業の発展を、「人間性の尊
厳」という原点から、如何にコントロールするかが問われている時代に突入し
たことは、万人の認識するところとなっている。

そのような段階において、現代国家が社会国家、調整国家ないし複合国家で
あるということだけに基づき、国家経済的な観点から科学・技術・産業の維持
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発展を政治部門の専権領域とすることは、妥当ではない。民主主義的政治部門
だけが、たとえ第三者の専門家委員会の意見を参考にしても、手続的に民主主
義的であるがゆえに、判断内容が正当かつ完全であると決めつけることはでき
ない。福島第一原発事故など人類史に残る重大事故事件を契機として、裁判所
は、被害者の主観的な権利利益の救済という面と共に、客観的法としての原子
力発電関連法制の審査を行うべきであり、客観法審査は、司法権の限界とされ
てきた行政部門の専門技術的裁量権および広い立法裁量論に切り込み、裁量権
の収縮や否定という方法の採用を真剣に考える必要があると考える。

とりわけ、原子力発電は、その危険性の確率からだけではなく、経済合理
性、環境合理性、財政合理性、立地合理性という多様な観点から検討する必要
があり、また、より合理性の高い自然エネルギーなどの代替方法が提案され現
実化されつつあることに鑑み、さらに、先進国の中にはその方法へと国家のエ
ネルギー政策の根本的転換を図っている国があることも、真剣に考慮すべきで
ある。

安全かつ安心なエネルギー政策を請求することが、人権であると共に国民が
求める公益であることを確認すること、それが「原子力発電からの自由」、換
言すれば、いわゆるノー・ニュークス権が人権として主張される所以である。

Ⅰ「新しい人権」主張に対する裁判所の基本姿勢
1 　自由国家の構造と司法審査のあり方
絶対君主制と身分制度に打ち克った近代市民革命後の自由国家観に立つ19世

紀的な憲法学の観点から考えると、国家権力の暴走を抑止し国民の自由を最大
限保障するために、国家（Gemeishaft）と社会（Gesellshaft）は分離されるべ
きである（国家と社会の二分論）。

そして、国家のあり方は、国民主権の原理に基づき、民主主義の制度ないし
その運用でもって、決定されるべきものとなる。ただし、「国家のあり方ない
し方針」は、観念的に自由対等な市民からなる社会に広範囲に深く介入するも
のではなく、社会の自由と自律性を尊重し、国家は、その秩序と安全を保障な
いしは志向する上で、必要不可欠な「国家に関わる事項」のみを権限事項とし
て決定する（小さな国家論）。従って、それらの事項決定は、社会の自律性を
尊重するため必要最小限でなければならず、また国民の意思に配慮しつつ政治
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的に決定するものであり、選挙等による政治的コントロールに服すべきである
とされる。

そこで、裁判所は、社会の自律性すなわち市民の自由を保護することを前提
とし、主として民事事件および刑事事件に関して司法権を行使することにな
る。これを現代風に司法審査のあり方として捉えれば、自由国家においては、
裁判所は、立法および行政の活動が自由権を侵害すること、あるいは市民生活
ないし社会に不必要に介入することを阻止するために、立法行為や行政活動に
ついて厳格に合憲性を審査すべきことを意味する。

例えば、司法権の限界として論ぜられる「部分社会の法理」は、社会の自
治・自律を尊重し、裁判所でさえ国家権力の一つであり、社会への介入を可能
な限り自制ないし排除する考え方に基づいている。

2 　福祉国家ないし社会国家と司法審査のあり方
この自由国家観に対して、現実的ないし歴史的に大きな衝撃を与えたのが、

ロシア革命の政治的影響の下に制定される1919年のワイマール憲法であり、
1929年の世界大恐慌後のニューディール政策に見られるような、弱者救済のた
めの社会政策・経済政策である。観念論ではなく、現実として存在する弱き大
衆の生存ないし生活を保護するためには、社会の自律性や予定調和さらには自
由放任を核心とする国家と社会の二分論では対応しきれない。もはや、国家が
社会領域（市民生活）に積極的に介入し弱者を保護しなければ、社会が崩壊す
ることになり、さらには国家自体の保全存続が危機に瀕することになること
を、近代自由国家は認識せざるを得なかった。

国家と社会の二分論は瓦解を余儀なくされ、国家は、国家のみならず社会の
すべての領域に関わる権限と共にその責任を有することになる。

このような自由国家から福祉国家ないし社会国家への展開は、国家の任務を
格段に増大することになる。すなわち、本来の弱者保護としての福祉にとどま
らず、その背景となり関連するあらゆる領域を射程に入れ、国会は社会のあり
方を決定する広範囲に多くの法律を制定し、内閣は「法律の誠実な執行」にと
どまることなく、社会を包含する国家のあらゆる分野すなわち「国務を総理」

（憲法73条一号）することとなる。
従って、行政府は、多くの情報を収集したうえで分析しそれを利活用しなけ
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ればならず、そのためには専門的能力は必要不可欠であり、また技術革新にも
対応することになる。行政の活動はさらに高度の合理性と効率性が求められ、
専門技術的な公務員はテクノクラート化し、将来の活動まで見通し決定する計
画作成能力が必要とされる。議会制度を基本とする民意による政策の立案は時
間がかかり現実対応能力に劣るとして、計画行政、要綱行政、行政指導、補助
金行政などという行為形式を駆使して官僚主導のいわゆる「行政国家」を現出
することになる。

行政の専門性と情報力に比較すれば、裁判所や国民のそれは、もはや太刀打
ちできないことになる。裁判所は勢い内閣および国会の追従者となる。

この考え方を背景とする裁判法理は、専権的裁量論あるいは広い立法裁量論、
さらには憲法判断回避の原則あるいは憲法判断消極主義、合憲性推定の原則あ
るいは違憲判断消極主義等として説かれ、結果的には、行政国家を黙認する司
法消極主義あるいは司法の法政策権能の否定となることは周知の通りである。

これらの法理や立場は、民主主義の尊重、あるいは、三権分立論からの理論
的帰結として説明されることが多いが、現実的あるいは実質的には、裁判所の
専門性に関する審査能力的限界を根拠にする。

3 　民主主義的判断の妥当な領域と司法的コントロールの関係
日本国憲法は、自由国家と社会国家の二つの目的を共存させている。国家と

社会の二分論は正当性と妥当性を喪失し、国家社会は複合的な一体として捉え
ざるを得ない時代になっている。このような複合国家における政治部門と司法
部門を指導する憲法原理は、やはり、国民主権の下、民主主義（議会主義・議
院内閣制）と法の支配（司法権の独立・違憲審査制）ということになる。

一般論として言えば、民主主義による国家運営と法の支配による裁判所の人
権保障とが並列的憲法原理として置かれているのであるから、両者が同じ方向
性を持つときは共同補完し、両者が異なる方向性を持つときは相互に抑制緊張
関係を有することになる。このような関係にあるとき、観念論でもって、司法
消極主義か司法積極主義かを論ずることは、法曹であっても学者であっても、
価値論的な立場の相違ないし対立となり、いわば「神々の戦い」へと質的に転
換され、正当性の論証は不可能であるといわざるをえない。

民主主義が絶対でもなく法の支配が万全でもないとすると、より現実的な解
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決策は、民主主義的判断の妥当する領域と司法的コントロールの妥当する範囲
とを区別する基準を丁寧に模索していくことであろう。

課題風に表現すれば、「自由国家」を前提として自由な社会を保持するため、
民主国家の介入が許される「国家の安全・秩序・衛生」に包含され、すべての
国民に必要不可欠な領域は、具体的には何か。次に、「社会国家・福祉国家」
を前提として弱者を保護し共存ないし連帯社会の形成のために、強者の権利利
益を民主国家が制約できる領域は、具体的にはどのように確定できるか。さら
に、民主主義を背景とする「複合国家」において、「国家の安全・秩序・衛生」
および「弱者保護」さらには「国益」と有機的関連を有するが、実際にはすべ
ての個人が具体的な福利を受けるわけではない、「国力ないし国益を向上させ
るための政策やその執行」とされる領域は、具体的には何か。そして、それぞ
れの領域において、司法はどこまで介入できるかということになる。

これについて、憲法学界は、国家活動の領域区別より、人権の性質ないし体
系論でもって対応してきた。国家活動の内容的正当性を担保する憲法上の規定
根拠としての「公共の福祉」（憲法12・13条、22条 1 項、29条 2 項）の解釈に
ついては、「自由国家的公共の福祉」と「社会国家的・福祉国家的公共の福祉」
とに区別しつつも、その内容よりは、その制約の合憲性審査の基準に照準を合
わせ、「必要最小限度」と「必要な限度」で対応した。また、経済的自由に関
する合憲性審査についても、立法ないし行政活動を「消極的・警察的目的」と

「積極的・政策的目的」とに区別してみせる（小売市場事件判決、薬事法事件
判決等）が、この詳細な分析を放棄し、合憲審査基準論へと舵を取っている。

それでいて、最高裁判例は、人権の性質と違憲審査基準の関係について、そ
れほど明確な判断を提示しておらず、修辞的あるいは概念的な説示にとどまる
ことが多い。文言としては、「一見極めて明白に違憲無効であると認められな
い限り」「必要かつ合理的な制限」「必要やむを得ない」「一応の合理性」「十分
な合理性」「合理的関連性」「相当とされる限度」「慎重」「社会通念」「一般人」

「裁量権の逸脱・濫用」「比較衡量」「公共の福祉」などを審査基準の用語とし
て用いているが、法的予測が十分に可能であって、法的安定性のある基準にま
で到達しているとはいえない。

民主主義的な判断が妥当し優先される領域についての範囲を明確化せず、た
だ公益ないし国益（立法目的の必要性・正当性）を前提として、人権の持つ意
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義と性質に合わせて司法審査がいかに行われるべきかという審査方法は、国家
と社会の分離ができなくなった現代の複合国家においては、容易に妥協点や調
和点が見出されないという問題を提示する。

ここでは、裁判所は、複合国家であることを理由に、国会内閣の活動目的の
正当性に関する司法審査を放棄していると、言わざるを得ない点を確認したい。

4 　人権の確証と「新しい人権」主張の不可避性
現代の複合国家の進展ないし展開は、立法および行政という国家権力が国民

や社会に対して、広く深い介入を多様な方法で行うことを意味する。これに対
して、歴史的に確証されて来た各種人権だけでは、複合国家における自由と権
利の保護を行うには、十分とはいえない。

そこで、複合国家においては、人権論の究極の根本原理たる「個人の幸福」
の確保、その客観法的な規範展開としての「人間の尊厳」を確保実現するため
に、新たな権利の保障領域の拡大が求められることになる。それが「新しい人
権」の主張であり、「生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利」（憲法13条）
いわゆる包括的基本権としての主張である。その権利内容確定についての議論
として、人格的利益説と一般的行為自由説があることは周知の通りである。

そもそも、人権の確証は、歴史的にみれば、「現実社会の中で不当・不合理
に扱われた多数の人々の正当な権利利益」として希求され確証されたものであ
り、理論的にみれば、国家的コントロールに服さない段階すなわち国家以前に
おける、個人の人間としての自由・平等を基準として、主張されてきたもので
ある。そこにあるのは、「個人」であって、「国家」ではない。

これが、近代市民革命を通じて、人権として権利章典ないし人権宣言として
政治的に確認され、その後に憲法条文の中に取り入れられた。その意味では、
人権は大多数の人々の求めた権利利益であり、多数者で構成される国民議会の
政治的・民主主義的な確証に基づくものであるということができる。

とはいえ、イギリスの「法の支配」の歴史をみれば、人権の確証に、裁判所
が関与し多大な貢献をしてきたことがわかる。自由国家を念頭に置くとき、裁
判所はそのような活動ができることを確認しなければならない。そこでは、議
会による政治的・民主主義的な権利の成文法化のみが行われたのではなく、裁
判所によって、権利利益が個別具体的に確証され保障されて来たのである。
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人権は、ひとり市民革命だけでなく、裁判所の確証プロセスにおいて、個人
が生きるその社会の現実の中において、耐え難い悲劇的事実や残酷な事件が発
生し、それを契機として、その事実や事件に対して理性的に是非善悪の判断を
加え、人間や個人そのものの生存のための必要不可欠な権利利益として具体的
に確証されたものである。

翻って考えると、「新しい人権」は、確かに新たな「法律」によって保障す
ることができる。すなわち、政治的・民主主義的な多数の国民の意思を背景に
政治部門が、憲法条文の増補という形で行うか否かは別として、任意に創造す
ることが可能である。と同時に、裁判所も、様々な個別具体的な悲劇的事実や
残酷な事件あるいは紛争を契機に、現代的な複合国家における人間の生存のた
めに必要不可欠な権利として認められるべき「新しい人権」を創出確認するこ
とができるのである。 

例えば、新しい人権として主張される「知る権利」は、現代社会が、情報に大
きな価値を見出す高度情報化社会となっているにも関わらず、情報から隔離され、
それにより孤立させられ、不利益に扱われている多数の国民が、高度情報化社会
における人間としての尊厳を侵害されているとして、主張するものである。

マスメディアをはじめとする巨大情報提供組織とその情報を受け取るしかな
い国民とが乖離する現実、また、科学技術の進歩を背景とする巨大組織や公権
力による個人情報の収集ないし利活用による生活妨害ないし生活不安、さらに
は個人情報を他者が自らの知らないところで不当に利用していることについて
の恐怖、これらが、人権として「知る権利」ないし「個人情報コントロール
権」として、人権的に保障されるべきだと主張する根拠となる。そして、国会
が立法権を用いて十分に保障しない場合は、裁判所はその制定法の不備を指摘
しつつ、「新しい人権」としての「知る権利」の範囲・内容・程度・態様等を
司法的に確証して、憲法上の権利として保障することが可能なのである。

また、新しい人権として主張される「環境権」も、高度経済成長期において
多くの人に被害を及ぼした公害問題に端を発している。人間の幸福のためと思
われた科学・技術・産業の発展が、逆に、人間に悲劇的な災厄を与えたという
事実に基づく主張である。「環境権」は、良好な自然環境が国家並びに社会に
とって基本的な前提条件あるいは価値として認識されなければならないという
こと、個人にとってはまさに人間としての存在の必要不可欠な前提であること
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を意味している。国会・内閣は、環境権を人権として認めることなく、「環境
の保全」という国家目標として掲げ、環境基本法でもって立法すなわち民主主
義的に対応した。人間にとって良好な自然環境は必要不可欠であるが、それで
も当該立法は、環境を、国家目標としての公共の福祉の一内容としての域に留
めたのである。複合国家としては、地球温暖化というグローバルで深刻な問題
に対しても、政策的目標として掲げることの方が合理的であると判断している
のである。

この環境権についても、裁判所が新しい人権として育て上げようとすれば、
まず主観的側面としての個人的権利利益として環境権を確証する、そして客観
的人権・制度的人権として環境権を措定することができるのであって、民主主
義的活動や立法措置に対し、一定の司法的統制を及ぼすことも可能である。

現代の複合国家も完璧ではない。各様に深刻な問題を抱えている。その問題
が人間存在そのものに関わるとき、新しい人権が主張されるのである。もちろ
ん現代日本は民主主義国家であって、多数者の理解ないし理性に基づく民主主
義のプロセスにおいて、立法的・行政的に解決することが重要であるが、民主
主義過程の複雑性、そしてその背後にある多数の国民の正常性バイアス（事故
が起きたり迫っても自分には関係ないと考える傾向）ゆえに、迅速な救済や事
前の準備ができないのが現状である。一方で、被害に苦しむ少数者から新しい
人権主張の悲鳴にも似た声を聞くことになる。しかし、複合国家であるがゆえ
に多数者は、その声に耳を傾けることができない場合が多い。

司法は、これらの声に冷静に耳を傾けなければならない。民主主義過程より
早く対処しなければならない人類の問題も、多数者に無視される少数者の人間
としての正当な権利利益の主張の問題も、司法に解決が迫られる課題となるこ
とを忘れてはならない。複合国家において、裁判所には、そのような理性的な
役割が、新たにかつ重く課されているのである。

Ⅱ　ノー・ニュークス権の権利性とその機能的射程
1 　ノー・ニュークス権主張の背景
本件で主張されるいわゆる「ノー・ニュークス権」は、スリーマイル島、

チェルノブイリ、そして福島の原発事故を契機として、原子力発電所には、想
定外事故の発生の可能性があり、その事故は広範に甚大かつ深刻な被害をもた
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らし、復旧には数十年以上という年月が必要であることを踏まえ、また、現在
の人知によって原子力発電所の完全コントロールができない以上、我々はこの
事故に関する被害事実・影響を真摯に反省し詳しく学び、原子力発電所のない
国家社会の再建設（権利の客観的制度的側面）とその生活の安全を保持する

（権利の主観的側面）という利益権利を人権として主張するものである。
第二次世界大戦において生産使用された原子爆弾に関わる「原子力の平和利

用」として、原子力発電所は、夢の発電所であり放射線の危険のない施設であ
ると広く被爆国日本の国民に宣伝され、国家のエネルギー政策の基本に据えら
れた。国家のエネルギー政策は、国家の枢要な経済政策であり、国益に関わ
り、全国民の生活に関係する事項である。まさに、「公共の福祉」の内容をも
ち、人権を制約することの必要性と合理性の根拠となり、裁判所は、その司法
判断について消極的態度を取らざるを得ない情勢であった。

ただ、国家は、原子力発電所を国立の施設として位置付けなかった。特別に
認可された電力会社によって、所有運営させることにしたのである。事故によ
る損害賠償の予測も楽観的で、事故は起きないという神話のもとに、各種の立
法が行われた。

そのような背景において、東京電力福島第一原発の事故が発生したが、想定
外の巨大地震に起因する津波来襲による事故である。しかし、津波は地震国日
本では不可避なことで、仕方がないことであるといって、被災者・被害者・被
災地域・被災自治体等を放置しておいて良いのであろうか。発電所の後始末も
できず、被害の救済は長時間を要し、被害者は苦難を強いられ差別され、深刻
だった反省は風化していく。被害の救済のために国家に与えられていた「被害
救済の合理的期間」を徒過してしまったのではなかろうか。国会および内閣と
いう政治部門に任せておいた場合、深刻な問題であっても、時間とともに多数
の関心は希薄化し被害は矮小化され、民主主義的解決は曖昧なまま胡散霧消し
てしまうことは、何度となく経験して来たことである。被災者に対して「運が
悪かったね。頑張ってね。」という態度を国家が取ることは許されない。複合
国家は、国家社会と被災者との繋りを切断してはならないのである。

複合国家を前提にする限り、あらゆる国家社会的事象について、国家は権限
と同時に責任を持つ。反省すべきことは反省すべきであり、その反省は必ず将
来に活かされるべきである。それは、政治部門のみに課された責務ではなく、



117

いわゆる「ノー・ニュークス権」の人権としての可能性

司法部門においても同じであり、裁判所は、その補完的営為として、新しい人
権としての模索を始めるべきである。この考え方に沿うものが、「ノー・ニュー
クス権」主張の哲学ではないであろうか。

2 　深刻被害者のための人権
近代市民社会を例にあげると、人権は、上述したように、大多数の人々の権

利利益の侵害を前提にして認められたと言える。しかし、国民主権に基づく国
民国家になった場合には、大多数の人々の権利利益に関する問題は、民主主義
的に立法によって解決することが可能であるとされる。その領域では、新たな
人権を主張する必要性は低くなる。

一方、現代の複合国家においては、利害関係者、利益団体、圧力団体等から、
各種各様に行われる権利利益の主張の調整と評価が政治課題となる。従って、
一般的にはそこで主張される権利利益は、個別利益であり人権として認めること
は、困難といえる。例えば、財産権については、憲法第29条第 2 項が規定する
ように公共の福祉に適合するように法律で定められる。この規定の背後には、国
家の政策として多数者が民主主義的に是認にした施策については、全ての国民
に、受忍すべき権利利益の制約があるという考え方が存在すると、推定される。

しかし、憲法は、その政策によって被害を受けた者を特に救済すべき場合が
あることも認めている（憲法17条・29条 3 項）。国家賠償請求権は、人権のた
めの権利という性質を持つが、そこで前提とされている人権は、自由権に止ま
らない。また、損失補償請求権は、公共のために特別の犠牲として財産権が侵
害された者の既得権的財産権を補償しようとしている。無辜の国民に対する偶
然の被害や損失に対する救済である。ここにある哲学は、連帯社会における公
平の原則である。それは、正当な理由なくして、利益を侵害される者の権利利
益の保障、すなわち、人権保障を意味する。

では、ここにいう正当な理由とは何か。民主主義的な決定は正当な理由とな
りうるのか。学説の多くは民主主義を強調することによって、正当な理由を拡
大解釈する。しかし、これには、深刻被害者を人間として尊重するという原理
的な視点が欠如している。民主主義が標榜する目的は、すべての国民の幸福で
あり、すべての個人の尊厳であったはずである。民主主義的施策によって深刻
被害が発生した時は、深刻被害者の人権を新たに検証して救済すべきである。
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これに対する反論に、深刻被害者も政策決定に参加し、その政策決定の利益
の恩恵を受けていたではないか、だからその被害は甘受すべきであるというも
のがある。しかし、複合国家の政治的方針ないし政策決定が民意であるという
のは、現実的には架空のもの（法的フィクション）であることは既に了解され
ており、被害は現実に発生するものとなっている。ここでは、深刻被害者の救
済の主体と責任の所在が、深刻被害者の人権の名宛人とその内容として考えら
れなければならない。

複合国家においては、憲法が想定している「公平の原則」の前提として、深
刻被害者を生み出す政策決定は、民主主義といえども可能な限り回避すべきで
あるということである。

3 　「ノー・ニュークス権」の機能的射程
いわゆる「ノー・ニュークス権」の主張は、当該権利が、民事領域において、

民法第709条の「他人の権利又は法律上保護される利益」に包摂されるべき利益
である。同条の保障する権利利益として、生存・生活環境に関するものが含まれ
るのは論証するまでもない。原発施設の近隣住人にとっては、原発は生活地の地
方公共団体が誘致し、あるいは補助金・補償金を立地収益としていても、住民は
あくまで私人あるいは個人であってそれとは関係がなく、いわゆる「ノー・ニュー
クス権」は損害賠償請求の根拠として認められるべき、ということである。

一方、国は、原子力発電は国の政策であって、原子力発電所の事故について
は、原発を所有運転する電力会社に責任を負わせ、その上で原子力発電の許認
可を与えた国、ひいては利益を受けている国民が責任を請け負うことにすると
した。理論的には、国家賠償法第1条の損害と認定されるが、国家は特別立法
を行い損害賠償の限度を定めていた。その上で、原発製造企業については、そ
の責任能力の観点から、責任を免除する規定を置いていた。

これらの主張や法整備状況を勘案すると、深刻被害者の人権ないし権利利
益は、経済的には救済されるように捉えられるので、あえていわゆる「ノー・
ニュークス権」を主張する必要性がないように一見に見られる。

しかし、「原子力発電からの自由」、いわゆる「ノー・ニュークス権」は、人
権としての承認を得ることによって、将来的な機能をその射程に入れることを
意味する。すなわち、いわゆる「ノー・ニュークス権」が憲法上の新しい人権
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として認められた場合には、個人の主観的権利としては、民事領域における損
害賠償請求権の根拠として認識される（住居地の近隣に原子力発電所を建設す
ることの差止めを含む。）。また、行政領域ひいては政治領域においては、立法
裁量を制限ないし縮減する要請を正当化する根拠としての機能を有する。

この点、原子力発電所がない限り安定的で十分な需要電力が供給できないと
いう反論が存在するが、原子力発電所を漸次廃止すると決断しているドイツの
例などを挙げつつ、深刻被害者に対する無理解を露呈するものであり、説得力
を持たないと再反論されるであろう。この意味では、いわゆる「ノー・ニュー
クス権」は、客観的・制度的人権として規範的機能を有することになる。

一方、いわゆる「ノー・ニュークス権」がこのような機能射程を持ったとし
て、不特定多数の国民に間接的に関係する国益に対していかなる損害を与える
ことになるのであろうか。確かに原子力発電所の輸出を目的とする現在の考え
方からすると、国内の原発を廃炉にすることは、営業上の信用を失うことにな
るであろう。とはいえ、今次の経験を踏まえ、どの程度の安全性を国民に保障
できるかという点につき、政治部門ではない裁判所の考え方を提示すべきであ
る。廃炉の工程と費用さえ予測できない現状において、目前の利益を実態以上
に大きく評価することは許されないであろう。

Ⅲ　裁判所に求められる判断方式
1 　正常性バイアスの回避
福島第一原発事故という前代未聞の過酷事故、大惨事が勃発し、想定してい

た紛争解決システムで処理できない大規模被害が発生した。事態は、科学技術
的にも行政的にもさらには財政的にも完全解決に程遠い。原発関連事故死は、
相当数に上り、生きながら得たとはいえ深刻被害を受けた人々は、現実の被害
をさらに大きく上回る「過剰反応被害」を受け、生死に関わる境遇に陥れられ
ている。原発の復旧に関わる作業員も、故郷や人間関係を喪失した人々も、転
居先でいじめにあう子供達も、まだ話題に上る。

一方で、心配するのが、原発事故と直接的に関わらない大多数の人々の「正
常性バイアス」である。自分にとって都合の悪いことを無視し、危険や被害を
過小評価する偏見（バイアス）が広がらないか、という心配である。太平洋戦
争の悲劇についてさえ、戦争体験をしていない人々の間では、戦争はもう二度
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と起こらないという認識を持ってしまう認知心理の状況のことである。
裁判官といえども、この正常性バイアスから逃れるのは難しい。環境省の下

に設置された原子力規制委員会の組織や活動に関する情報に接するたびに、科
学技術への信頼を再生し、地震発生の危険性より国益の保護を主張する「政府
発言」を何度となく耳にすれば、福島第一原発の過酷事故とその現状について
の惨状と危険性を過小評価することが起きないともいえない。

裁判所に求められる判断方式は、正常性バイアスを回避して、歴史的真実に
基づく判断を優先することである。

2 　法的フィクションの回避
議会制民主主義という方式によって、国家の意思を決定し法律を制定すると

考えることは、事実に則している。しかし、国家の意思や法律が民意であると
考えることは、誤りである。そこには法的フィクションがある。民意は個別具
体的に存在しまた多種多様なものであり、統一的に捉えることは元来不可能で
ある。それにも関わらず、国家が一定の秩序を有する統一的組織である限り、
統一的で整合的な目標を確定せざるを得ない。そこで、国家の意思決定や法律
制定を、民主主義という手続きの履践を前面に出すことにより正統化し、民意
の表出と言い換えているのである。フィクションである民意を利用すれば、国
家意思や法律は内容的な正当性を獲得することができ、強制力としての権力を
行使することが可能となる。その暗黙の前提として位置づけられている自律・
自治、換言すればアイデンティティという自明の原則と結合できるからである。

同様に、人権問題で利用される公益、国益、民意、公共の福祉、公共財など
の用語は、人権制約を正当化するフィクションである。どのように定義してみ
ても、実体を捉えることはできない。その具体的実態は、国家の個別的具体的
意思として表現されるところであり、法律が規定しているのは抽象的な言葉で
しかない。

人権といえどもフィクションである。人権が実際に保障されていない場合で
も、国家によって保証されていると説かれる。人権という言葉を使用すること
によって、一定の精神的満足を得るが、現実あるいは実態に則してみれば実態
との較差を認識し、そのフィクション性を体感できる。

そこで、裁判にあたっては、具体的現実を軽視して、理論的観念的に、言い
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換えれば、法的フィクションに基づき、司法審査を行わないことを望みたい。
本件の司法判断については、具体的に発生している被害を正確に認識するこ

とから始まり、その被害と現実的原因との因果関係がどのように連鎖している
か。そして、その原因を正当化する具体的事実は何かをしっかりと捉える必要
があると考える。　

　
3 　必要性についての司法判断
人権を制約する法律の司法審査において、制約立法の目的の正当性を安易に

肯定する場面によく出くわす。法律の制定は、当然に制定の必要性が前提にあ
る。ところが、法律制定の必要性は、具体的な政府利益を抽象的な言葉を用い
て提示するだけである。国会での議論も観念論であったりした場合は、なかな
かその重要度が認識できない。そこで、上述の法的フィクションの手法を用い
ている精緻で学識ないし権威のある言葉を、信用することになる。

確かに、人権制約を伴う法律制定の必要性を具体的に検証することは、裁判
官でなくとも困難な仕事である。司法審査においては、立法事実論が脚光を浴
びているが、それは目的を正当化する規制の合理性、あるいは目的達成のため
の手段としての必要かつ合理的な関係の場面が中心といえる。裁判所として
は、目的は民主的決定事項、規制手段は人権保障に関わる裁判所の審査事項と
捉えているのでないかと思われる場面もある。

法的規制の必要性、換言すれば、法的規制の目的は、いかなる公益と具体的
にどのように結合しているのか、精緻に検討することから始める必要があると
思われる。そうすることによって、人権制約手段の必要性と合理性、目的との
連関性がより明確になるからである。

今回の件でいえば、国営とせず許認可を与えた電力会社に責任をなぜ集中さ
せたのか、製造会社の責任免除の真の理由は何であったのか、なぜ賠償金を電
気料金に上乗せするのかなどという疑問点である。複合国家である限り、この
ような仕組みが合理的であることの理由は国が提示すべきである。

Ⅳ　「権利のための闘争」と裁判所
1 　イェーリング『権利のための闘争』
国民主権原理の下に形成される複合国家においては、国家権力の決定は、す
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べての国民が了承しているという考え方に陥りがちである。しかし、この複合
国家の原点は、近代市民革命後の自由国家にある。自由国家は、社会の基盤を
形成することはあっても、国家権力が社会の中に不必要に介入することを安易
に了承するものではなかった。次に展開した福祉国家においては、社会連帯の
観点から弱者の生存を保障することを目的として、 国家が社会の中に介入する
ことを認めた。しかし、その後の複合国家の展開は、人権保障というよりは、
国益の保全と増大を目的としており、国家の威信と増強のための国家至上主義
に陥ったといえる（複合国家の全体主義国家化）。

国家間の競争のために、不必要に人権が制約されることは許されない。この
ことは、現代の複合国家においても、最低限守られなければならない原則であ
る。その理由に関して、われわれは自由国家時代の哲学に立返る必要がある。
ここで、1872年にウィーンで行われたイェーリングの『権利のための闘争』を
取り上げたい。
「被害者を駆り立てて訴訟を起こさせるのは、 冷静に熟考された金銭的利害

ではなく、加えられた不法についての倫理的不快感である。被害者にとって大
切なのは係争物を取り返すことではなく……自己の正当な権利を主張するこ
とである。内心の声が、かれに対して、退いてはならない、自分にとって大
切なのは無価値な係争物ではなく自分の人格・名誉・権利感覚・矜持なのだ
と、語りかける。要するに、かれにとって訴訟は、単なる利害の問題から品格
の問題に、つまり人格を主張するか放棄するかという問題になっているのだ。」

（イェーリング著・村上淳一訳『権利のための闘争』岩波文庫、48頁）
「人格そのものに挑戦する無礼な不法、権利を無視し人格を侮蔑するような

しかたでの権利侵害に対して抵抗することは、義務である。それは、まず、権
利者の自分自身に対する義務である。̶ それは自己を倫理的存在として保存
せよという命令に従うことにほかならないから。それは、また、国家共同体
に対する義務である、̶ それは法が実現するされるために必要なのだから。」

（同上、49頁）
自己の権利のための個人の闘争は「最下段の、純然たる利害計算に始まり、

人格とその生存条件の主張というヨリ理念的な段階を経て、ついに正義の理
念の実現という高みに達した。」そして、「憲法上の〔国民の〕権利と国際法
上〔国家の〕権利のための闘争の戦士は、私法上の権利のための闘争の戦士以



123

いわゆる「ノー・ニュークス権」の人権としての可能性

外のものではありえないのだ。後者においてかれが身につけた長所・短所が、
〔国家権力に対する〕国民の自由のための闘争、外敵に対する闘争においても
かれの長所ないし短所として発揮されるのだ。」（同上、104-105頁）

複合国家においても、司法の領域においては、自由国家の精神が必要不可欠
である。とりわけ、損害賠償の手段として、現状回復ができないときは、金銭
賠償となってしまっている状況は、個人を人格としてではなく、数字や金銭で
評価することになっていないか。これは、法の本道ではないのである。

そして、国家の判断が非情な過酷事故を惹起させた場合は、国民が、国家に
対して、闘争を挑むことは、正当な方法であるといえる。

2 　民主主義の揺らぎと裁判所に期待される役割
国民があえて「権利のための闘争」を選択した場合、裁判所はいかなる態度

を取るべきであろうか。国民が主張する権利を真摯に取り扱い、正義の観点か
らその権利性を検討すべきである。権利の主体、形式、手続、内容、性質、範
囲、程度等が不明確であることを理由に、権利性を否定するという解釈法学の
手法を用いることは、本当に正当であろうか。

民主主義は国家の具体的方針を決定する手段でしかない。民主主義は、個々
の国民の利益主張に対応した決定を下さざるを得ないのであって、民主主義的
決定は揺らいでいるといえる。そのような民主主義的状況において、複合国家
は運営されていくのである。個々の国民は、自分を信じて正義を希求するが、
その主張の正当性を冷静に見つめ、人類の英知としての正義を形成ないし確証
するのが裁判所の任務であることを忘れてはならない。 

（以上）


